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1. はじめに 
機械学習の技術が近年急速に発展したことにより，ビッ

グデータを利用したモデリングの信頼性が向上し，かつ容

易になった．その結果，金融業界内でアルゴリズム取引の

導入が進み，銘柄選択や投資比率の変更，新たな投資戦略

の導入等によって追加的に得られるリターン生成（アルフ

ァ値）のための新たな情報源としてオルタナティブデータ

の利用が積極的に行われている[1]． 

オルタナティブデータとは，投資家によって投資判断の

ために使われるデータのうち，伝統的に用いられてきた決

算開示を含む一般的な公開情報以外のデータを指す．例え

ば，ニュースの記事，SNS の投稿，POS データ，クレジッ
トカード決済情報，気象情報，人工衛星からの画像情報な

どがあり，従来投資判断に使うことが難しかったデータが，

海外の金融機関を中心に利用が広まっている[2]．その中で
も，近年，持続可能な開発目標（ SDGs： Sustainable 
Development Goals）に対する投資を加速させるために必要
なデータなどの定義や提供が求められている． 

SDGs とは，2001 年に策定されたミレニアム開発目標
（MDGs）の後継として，2015 年 9 月の国連サミットで加
盟国の全会一致で採択された「持続可能な開発のための

2030 アジェンダ」に記載された，2030 年までに持続可能
でよりよい世界を目指す国際目標である[3]．合計 17 のゴ
ール・169 のターゲットから構成され，地球上の「誰一人
取り残さない（leave no one behind）」ことを誓っている．
しかし，SDGs が掲げる世界の貧困や飢饉などの解決には
長期的かつ巨大な資金が必要だが，気候変動や人口動態の

変化，世界市場の変化などによる影響を定量化したり比較

したりするための情報の整備が初期段階に留まっているた

め，企業などが投資する際の判断材料が不十分である．そ

のため，SDGs 関連分野を対象にした ESG（Environment
（環境），Social（社会），Governance（企業統治）投資
の拡大に向け，ESGデータへのアクセスと，ESGに関する
オルタナティブデータが必要だと言える． 

本研究において過去約 10 年分の新聞記事コーパスデー
タを用いて，SDGs に対するオルタナティブ・データ活用
を検討するべく，自然言語処理を用いて SDGs が掲げるタ
ーゲットにおける話題性の時系列トレンドや注目するべき

セクタの抽出を試みた． 

2. 研究のアプローチ 
経済の変動は経済指標や株価に代表されるように経済の

変動はファンダメンタルズと投資家の投資行動における心

理的な側面の両方が影響し，多数の市場参加者の膨大な情

報が相互に作用しあって決定されるため，膨大な情報が相

互に作用しあって決定される．非線形な挙動を示すため，

数値情報の分析結果のみで長期的な投資判断を下す事は難

しいとされている．その理由として，人間が解釈を行えな

いほど複雑な最適化が生じることや，数値以外の情報が欠

落してしまっていることが挙げられる．そこで正しい用字

用語で事象を的確に伝え，しかも裏付けのあるファクト

（事実）を発信している新聞記事のテキストを用いて経済

の変動を分析する研究が，自然言語処理技術の発達と共に

近年盛んになってきている[3]． 
本研究では，上記を受けて日本経済新聞社が提供する日

経コーパスを用いた[4]．データにはタイトル，本文のほか，
業界，会社名，人物名，キーワードなど詳細情報のタグを

付与してあり，分析することが容易なコーパスとなってい

ることが特徴である．なお，テキストを用いる利点として

解釈が容易であること，数値に含まれない情報も分析でき

ることの 2点が挙げられる． 

SDGs が掲げるターゲットにおける話題性の時系列トレ
ンドは，この取得した記事の特徴ベクトルと SDGs ターゲ
ットの特徴ベクトルのコサイン類似度を計算，類似度が高

い記事の件数の推移を算出することで可視化した．  

2.1 SDGsの目標とターゲット 

本研究では，SDGsのエネルギーに関する目標 7（表 2.1-
1 参照）および気候変動に関わる目標 13（表 2.1-2 参照）
に注目する．それは，ESG 投資家と呼ばれる巨大な機関投
資家を中心に，金融機関による気候変動防止のための投融

資が積極的に行われているからである．また，世界の政

治・経済界の指導者が参加する世界経済フォーラム（WEF）
は，年次総会（ダボス会議）の開催に際して世界がその年

に直面するリスクをまとめた「グローバルリスク報告書」

を発表 [5]，2020 年には「異常気象」「気候変動対策の失
敗」といった環境にかかわるリスクが上位を占めた．した

がって，産業界がどのようにこれら SDGs が掲げられる前
から過去約 10 年に渡って関わって来たのかについて明ら
かにする． 

2.2 新聞記事コーパス 

使用した日経コーパスは，2011年 6月 1日から 2019年
12月 31日までの約 10年間分である．各年の本文記事数は，
図 2.2-1に示す通りであり，合計 746,001件分析に使用する． 
データクレンジング は，「▽●■▲▼≪≫」に代表され
る特殊文字，URL や Copyright を削除，また，アルファベ
ットの大文字を小文字化，半角文字を全角文字に変換，文

字コードの統一を図る．本文記事の平均文字数は 582 文字
であり，分析で使用する記事として 300 文字以下の記事は
除いてある．また，記事と SDGs のターゲットで構成され
るキーワードとの演算を行うため文単位で区切り，分かち

書きをする． 
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表 2.1-1 SDGs目標 7におけるターゲット 

7．エネルギーをみんなに そしてクリーンに 

すべての人々に手ごろで信頼でき，持続可能かつ近代的なエネ 
 ルギーへのアクセスを確保する 

7.1 2030 年までに，安価かつ信頼できる現代的エネルギーサービ
スへの普遍的アクセスを確保する． 

7.2 2030 年までに，世界のエネルギーミックスにおける再生可能
エネルギーの割合を大幅に拡大させる． 

7.3 2030 年までに，世界全体のエネルギー効率の改善率を倍増さ
せる． 

7.a 2030 年までに，再生可能エネルギー，エネルギー効率及び先
進的かつ環境負荷の低い化石燃料技術などのクリーンエネル

ギーの研究及び技術へのアクセスを促進するための国際協力

を強化し，エネルギー関連インフラとクリーンエネルギー技

術への投資を促進する． 

7.b 2030 年までに，各々の支援プログラムに沿って開発途上国，
特に後発開発途上国及び小島嶼開発途上国，内陸開発途上国

の全ての人々に現代的で持続可能なエネルギーサービスを供

給できるよう，インフラ拡大と技術向上を行う． 

表 2.1-2 SDGs目標 13におけるターゲット 

13．気候変動に具体的な対策を 

すべての国々において，気候変動に起因する危険や自然災害に 
対するレジリエンスおよび適応力を強化する． 

13.1 すべての国々において，気候変動に起因する危険や自然災害

に対するレジリエンスおよび適応力を強化する． 

13.2 気候変動対策を国別の政策，戦略および計画に盛り込む． 

13.3 気候変動の緩和，適応，影響軽減，および早期警告に関する

教育，啓発，人的能力および制度機能を改善する． 

13.a 重要な緩和行動や実施における透明性確保に関する開発途上

国のニーズに対応するため，2020 年までにあらゆる供給源か
ら年間 1,000 億ドルを共同動員するという，UNFCCC の先進
締約国によりコミットメントを実施し，可能な限り速やかに

資本を投下してグリーン気候基金を本格始動させる． 

13.b 女性，若者，および社会的弱者コミュニティの重点化などを

通じて，後発開発途上国における気候変動関連の効果的な計

画策定や管理の能力を向上するためのメカニズムを推進す

る． 

図 2.2-1 各年の新聞記事数 

3. 提案手法 
本章では日経コーパス中から SDGs のターゲットに該当
する文を検索，時系列トレンドとして可視化する手法につ

いて述べる． 

3.1 ベクトル生成手法：SWEM 

本研究では，記事文と SDGs 目標のターゲットで構成さ
れるキーワードを同じ特徴空間で表現できる必要がある．

そこで文書の分散表現の生成手法として，Simple Word 
Embedding Based Models (SWEM) [7]という手法を採用する. 
この手法は単語の各次元の最大値や平均値を文書ベクトル

として採用する手法である．SWEM は優れた表現能力を持
ちつつ学習パラメータを必要とせず，文章ベクトルを得る

ための計算コストも低い点で優れている．ここで本研究で

は，検索精度の結果から Word2Vec 自体は東北大学乾研究
室の「日本語 Wikipedia エンティティベクトル」を使用す
る[10]． 

3.2 ターゲット記事文の検索方法と時系列可視化 

まず，新聞記事本文を MeCab [11] を用いて形態素解析
を行う．この時，記事を文単位に分ける．次に，SWEM 法
により文ベクトルを得る．次に，ターゲットについても，

同様に文ベクトルを生成する．そして，時系列の記事文ベ

クトルとターゲットのベクトルの cos 類似度を取ることで，
文中で SDGs に関するある話題がどの時期にどの程度語ら
れているかについて，スコアリングした記事を時系列に並

べることができる．本研究において，類似度のスコアが

0.9以上のものを検索対象とした． 
時系列トレンドは，検索対象となる記事文の算出したス

コアを前後 4 週間ごとに集計・最大値で規格化することで
話題の注目度がどの時期に高くどの時期に低かったのかと

いう相対評価で表す．また，0.7 以上の話題に対して「強
く語られている」と判別した． 

4. 分析結果 
4.1.1 検索評価 
提案手法による，ターゲット毎に対する記事の検索能力

について表 4.1-1 にまとめた．ここで，最終的に検索され

るのはスコアの高い上位数アイテムなので，話題性の高い

順に記事文を正しく並べ変えるタスクと捉えられる．そこ

で，ランキングの正しさを評価するため検索した 50 件の
TopN の N=30 記事文において，① 実際にターゲットと記
事文が対応している割合（適合率：Precision@N），② タ
ーゲットと記事文が対応しているアイテムにおいて，レコ

メンドした N 個のアイテムが含まれる割合（再現率：

Recall@N）そして，③ mAP（mean Average Precision）にて
評価した． 
その結果，適合率は目標７に関して 0.8以上，目標 13は

0.7，ランク指標も全体として 1 前後として SWEM による
記事検索能力は信頼できる結果となった． 

表 4.1-1 ターゲット毎の検索・推薦の評価結果 
SDGs 目標 
ターゲット 

適合率 
(Precision@N) 

再現率 
(Recall@N) 

ランク指標 
(mAP) 

7.1 0.800 0.957 0.979 
7.2 1.000 1.000 1.000 
7.3 0.933 0.950 0.988 
7.a 1.000 0.953 0.986 
7.b 0.867 0.856 0.964 

13.1 0.733 0.850 0.786 
13.2 0.733 0.847 0.996 
13.3 0.800 0.960 0.995 
13.a 0.993 0.946 0.993 
13.b 0.733 0.844 0.963 
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4.1.2 トレンド 
図 4.1-1 SDGsに関する目標７(a)および 13(b)に紐づくタ

ーゲットの進行度とセクタを示す．両者ともに 2017 年以
降に 0.7 以上の「強く語られている」シグナルが現れてい

る．また，セクタの割合について資源・エネルギーが下降

トレンドであるのに対して公的機関・大学の記事が上昇し

ている．また，金融機関が対象期間にわたって一定の割合

で言及されていることも特徴的である， 

今回の分析結果を国際協力銀行（JBIC）の環境関連業務

とそれを通じて把握される日本企業の事業動向から評価す

る．JBICの環境関連の取り組みを計測するべく，環境関連

のプロジェクトへの融資を分類した「環境」タグのついた

プレスリリースの件数を，2010 年～2019 年について時系
列で整理した（図 4.1-2）．これによると，2010 年には環
境分野専門の融資プログラム「GREEN」が創設され，6 件
が承諾されている．これを皮切りに，2014 年の 18 件まで
基本的に増加傾向が継続するが，内談案件の一巡とともに

2015年には 10件，2016年には 5件へ減少した．その後，

SDGsが発効した 2016年を底に徐々に件数を回復してきて

おり，2020 年は（コロナ禍でそもそも少ないリリース件数

であったにもかかわらず）12件と増加基調を強めている． 
 

図 4.1-2 JBICの環境案件の件数（単位：件） 

出所：JBICプレスリリース 
この間，海外向けの環境関連事業の政府支援は，途切れ

ることなく実施されている．2011 年の東日本大震災を経て

打ち出された「日本再興戦略 2013」を皮切りに，2017 年
からは「未来投資戦略」と名称を変えていく．その中で，

日本企業の海外戦略支援についても，経協インフラ戦略会

議で「インフラシステム輸出戦略」が策定され，従来の機

器売りからインフラをシステムとして売り込んでいこうと

いう動きが強まっていき，さらに「インフラ」と「環境」

が政策課題のキーワードとして緊密になっていった．この

流れは現場を預かる JBIC 業務にも反映され，「地球環境

保全業務」(2010年 4月)や「JBICインフラ・投資促進ファ

シリティ」（2011年 4月）から，「質高インフラ環境成長

ファシリティ（QI-ESG）」（2018 年 7 月）へと変化を遂

げていく．このように，観測期間中，政策的支援が一定の

後押しをしている中で，環境案件が S 字のトレンドを描い

ているという実態に鑑みると，今回の分析結果については

大きな違和感はないものと言える．むしろ，現場の担当者

が普段なんとなく感じているトレンドを可視化したという

点で，意義のある分析であったと評価できよう． 

5. 考察 
SDGs に関する目標に紐づくターゲットの進行度の指標

化，指標の時系列表示およびターゲットと最も類似する本

文記事中の文の抽出ができた．一方で，扱う新聞記事デー

タは，記者の取捨選択に伴っているため，本分析は日経新

聞に限定されてしまう可能性は否定できない．今後は，国

内外の新聞記事のみならず有価証券報告書などを用いて海

外から見た SDGs/ESG の潮流と企業の課題，企業イメージ

を具体化する必要がある． 

テキストマイニング手法は，人間が処理できないほどの

大量な新聞記事データから，効率的にトピックを抽出する

ことが可能であることが分かった．一方で，企業動向の詳

細を人間が俯瞰し，整理することで定性的なインサイトを

獲得する必要がある． 

6. おわりに 
自然言語処理の発展により，今まで対応できなかったス

ピード感で大量かつ粒度の細かい情報を処理することが出

来るようになってきた．このように企業価値に占める無形

資産，特にテキストデータの割合や重要性が近年高まって

きており，それに伴い財務情報などからだけでは得られな

い情報をあらかじめセンシングする需要が高まっている．

高度なアナリティクスを用いたパターン認識と機械学習は，

従来人間が認識し得なかった要素をデータから意思決定に

資する情報を的確に発見することが出来る．金融市場分析

での機械と人間の当面の役割分担は，人間がまず関係のあ

りそうなデータの範囲や目標を示し，そこから機械学習に

よるデータ解析を用いて有効なパターンの候補を機械に挙

げてもらい，機械が提示した候補をどう評価して実際の投

資に使うのかを人間が判断するというものになるであろう．

さらに，過去データに無かったような新しいイベントや急

激な変化が発生した場合の大局的な判断には，依然として

人間の常識や直観による判断が求められると言える． 
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表 4.1-2ターゲット 7.1と話題との親和性 

日付 記事文 類似度 

2019/11/8 公共サービスを⺠間に開放する pfi はコスト抑制を通じて地域社会の
持続可能性を⾼めるだけでなく，地銀の新たな事業機会にもなる． 

0.937 

2015/5/24 ⼈々のニーズを満たすプル需要型ではなく，ニーズを創造するプッ
シュ供給型の資本主義は，社会的な成熟を回避させ，簡単単純早い
ことだけを消費基準とするキッザルトを必要とするのである． 

0.934 

2012/5/21 エネルギー取引の円滑化のため，インフラ発展の障害を除去し，よ
りクリーンで安全，受容可能な価格のエネルギーを追求する． 

0.934 

2012/9/9 増⼤する域内のエネルギー需要を安定的にまかなうため，資源の確
保から効率利⽤までを網羅する． 

0.933 

2016/4/24 多様化するエネルギー源に対してコストや安全保障，持続可能性の
点から包括的な役割を果たす組織になっていくことだろう． 

0.932 

2011/7/27 原⼦⼒，⽕⼒，再⽣可能エネルギーなどの発電コストを網羅的に再
検証し，議論の⼟台となる客観的なデータを整える． 

0.932 

2011/6/18 安定的な電⼒を確保するためにも，エネルギー資源の調達先の多様
化を急ぐ必要がある． 

0.931 

2017/7/30 宿命的な資源⼩国である⽇本のエネルギー政策には，⼤きく 1 輸⼊
に頼らずエネルギーを確保する安全保障の視点 2 ⾃然への負荷をで
きるだけ軽減する環境保護の視点 3 国⺠⽣活や産業競争⼒に資する
ため安価に供給するコストの視点という 3つのポイントがある． 

0.931 

2014/4/2 富⼠通は低コストで森林状況を把握できるサービスの提供により，
効率的な間伐を⽀援する． 

0.929 

2013/3/15 ⾃由で競争的な電⼒制度のインフラとなるには，今後も⾶躍的に取
引を増やす必要がある． 

0.929 

2013/2/17 安定した供給を実現するには，市場の機能を活⽤することが基本的
な解決策になると説く． 

0.929 

   

 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

表 4.1-3ターゲット 13.1と話題との親和性 
日付 記事文 類似度 

2011/6/15 原発のあり⽅や再⽣エネルギーの活⽤を含む全体像について，
コスト，技術進歩，環境への影響など総合的な観点から考える
必要がある． 

0.924 

2019/5/5 エネルギー問題は安全性や環境への対応，経済性，安定供給な
ど様々な要素を考える必要がある． 

0.924 

2014/10/24 地震や⽕⼭の影響を避けるための科学的な分析に加え，⼈⼝密
度や輸送のしやすさ，周辺環境の保護などを考慮して適地を絞
り込む． 

0.922 

2016/2/9 近年は⽔や⼟壌の汚染対策にとどまらず，⽣物多様性の保全な
ど各国の安全基準が厳格化． 

0.921 

2013/1/17 エネルギー需給の安定や安全保障，気候変動対策など中⻑期的
なエネルギー戦略の⼀環として，省エネの重要性が改めて認識
されるべき段階に来ている． 

0.921 

2015/5/26 安全性についてはユーザーの理解促進や許容可能なリスクを洗
い出すこと，消防関係者への講習徹底など，規制以外の環境の
整備も求められよう． 

0.921 

2013/3/5 こうした教訓を踏まえ，産業構造やエネルギーだけでなく，情
報通信，⾦融，交通物流など幅広い分野にまたがるインフラの
災害リスクを検証する． 

0.920 

2017/10/31 温暖化による災害対策としては，⾵⽔害のリスクや農業が受け
る影響を予測する⽅法を開発する． 

0.920 

2016/3/7 また再⽣可能エネルギーや原⼦⼒を現状より拡⼤する必要があ
るが，コストや社会的な受容性の⾯でともに弱点を抱える． 

0.920 

2012/9/12 原発内外の放射性物質による汚染や住⺠の被曝ひばくなどのリ
スクに対し安全確保を重視する⽅針も⽰した． 

0.920 

 
 
 

図 4.1-1 SDGsに関する目標７(a)および 13(b)に紐づくターゲットの進行度(上)とセクタの割合(下) 
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